


てもらう体制は受け入れられないなどの理由により実現化しなかった。ただ、在

宅医療に関心のある医師が顔を合わせる機会が増え顔見知りになった時には助け

合うこともあり、そのような緩やかな連携関係を築くことを確認した。 
④ 来 がった の 4 の枠 み 

  上記の診診連携の試みも含め委員会内で議論を重ねた結果、以下のような在宅医

療推進の枠組みを構築し、平成 20 年 3 月中間報告書として取りまとめ公表した。

その内容を示す。 

リスト、 リストの  

「在宅医リスト」とは、新規に在宅患者が発生し主治医が決まらないときに主

治医を依頼するときに参考にするリストで、上記のアンケートの中で主治医に

なってもよいと答えた先生方を中心にして開示範囲、使用目的を示し、承諾を

得て作成した。主に急性期病院などの地域連携担当者が活用することを想定し

ていたが、現在はリストの目的を明示した上でホームページ上に一般公開して

いる。 
「在宅医連携専門医リスト」とは、在宅主治医が専門外で対応に苦慮したとき

などに、その相談に乗り、場合によっては往診も行なう、泌尿器科や皮膚科な

どの専門診療所医師のリストである。在宅主治医の支援体制の一環と位置づけ

ることができる。 
それぞれのリストは、年一回アンケートを取り直し更新し、実効性のある態勢

を維持するようにしている 
ⅱ各診 の対 可能な よび どに する の作  

   病院の担当医に診療所医師がどのような処置や治療に対応できるか示すこ

とができれば、お互いの信頼関係を醸成し、在宅医療も含めて病診連携を円

滑に進めることができる。そのような目的で、平成 19 年 9 月、各診療所医師

に対してアンケートを行った。その結果の一覧を電子媒体に保存し四日市地

区の病院の地域連携室へ配布し活用してもらう態勢を整えた。 
絡 の よび ケアカンフ レンス マ アルの

作  

   平成 19 年 7 月急性期病院 4 病院の地域連携担当者に集まってもらい、在宅

医療を進めていく方策を検討する地域連携室連絡会を発足した。その中で在

宅医療を円滑に進めていくためには、医療、介護スタッフが退院後の在宅患

者の療養に必要な情報を共有することが重要と考え、退院時ケアカンファレ

ンスを各病院の地域連携室主導で行うことを確認し、その運用マニュアルを

作成した。作成後、回復期リハ施設および療養病床施設の担当者も地域連携

室連絡会に参加してもらい、年 2 回 6 月と 11 月に在宅医療へ移行した症例を

報告しあい、移行する上での問題点について討議している。 
ⅳ 究会の発  

在宅医療に関心のある医師同士が技術的な向上を目指すとともに、お互いの

親睦も兼ねる目的で平成 19 年 5 月在宅医療研究会を立ち上げた。以後 2 ヶ

月に一回研究会を開催し、診療所医師同士の顔の見える関係を築き、それに

より、緩やかな診療所同士の連携を行うことができている。    
 

 ケアカンファレンス マ アルの  

退院時ケアカンファレンスは、在宅療養が必要な患者やその家族が、住みなれた家で

自分らしく、安全で安心して療養を続けられるよう、医師、看護師、医療ソーシャルワ
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ぎができない。 

⑤ケアマネージャー側のスキルアップを図るため在宅医療に関する研修会を開催

してほしい。 

 
絡会  

 退院時ケアカンファレンス運用マニュアル作成以後の地域連携室連絡会において、

報告された在宅医療への移行状況および円滑な移行への方策について議論された内

容は、以下のように集約される。 
① カンファレンスの に大 が る  

 
 院 へ ケア ンファレンス 催   

市立：市立四日市病院 566 床、県立：県立総合医療センター442 床、社保：四日市

社会保険病院 235 床、菰野：菰野厚生病院 229 床、みたき：みたき病院 210 床、富

田浜：富田浜病院 187 床、小山田：小山田病院 450 床、二宮：二宮病院 38 床 （病

床数は療養病床、回復期リハ病床も含み概数） 
 
上記の表は、地域連携室連絡会において、報告された在宅医療へ移行した患者数およ

び退院時ケアカンファレンスの行なわれた、ほぼ 6 ヶ月ごとの件数を示す。この数字

は、地域連携室の担当者が把握している移行症例数であって在宅医療へ移行した全体

の数とはいえないことが前提であるが、それぞれの病院により相談を受ける態勢ある

いは退院時ケアカンファレンスを行なおうという意欲などにおいて大きな差が見ら

れることが窺える。 
 

ている で る なう 治

が け くい  

 紹介元の在宅主治医が重装備の医療を提供できるとは限らず、また、重装備の医療

を提供できる診療所が絶対的に少ない現状のため、このような患者の引き受け手を見

つけるのに困難なときがある。 
 

が くなる が多い  

患者や家族が在宅療養がどのようなものになるのか、イメージ化ができないため不

安に感じたり、病棟スタッフ、病院主治医なども在宅医療をどのようなものか具体的

に説明できないため、患者や家族に対して適切に提示できないなどの理由で在宅医療

への移行する意思決定が遅れる。従って在宅準備も遅れるため退院後に早期に亡くな

るケースが多くなっている。 
 

施設名 市立 県立 社保 菰野 み た

き 
富 田

浜 
小 山

田 
二宮 総数 

平成 20 年

６月報告 
11（9） 13

（8） 
8（4） 1（１） 0 9（9） 1 0 43

（29） 
平成 20 年

11 月報告 
25
（22） 

6（4） 10
（7） 

4（４） 2（2） 12（6） 0 1（1） 60
（46） 

平成 21 年

6 月報告 
16
（14） 

6（5） 12
（6） 

2（1） 1（1） 13（9） 0 1（1） 51
（37） 
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してきたところ、実は在宅患者を供給する側の病院の内部態勢を改善することにたど

り着いた。退院支援看護師、あるいは退院支援チームなど四日市地区内の急性期病院

においても、より早く在宅療養への意思決定できる態勢の整備が進んでいるが、これ

を後押しするような診療報酬上または制度的なインセンティブがあれば病院として

より積極的に進めることができるものと思われる。 
 

 2 支 診 だ なく かかりつ 的診 に る

対して 診 める 

救急医療において受け入れ拒否の問題が生じているが、これは医師数の不足ばか

りでなく病床の不足も要因のひとつと考えられる。救急外来では救命できたものの

寝たきりになり行き場を失った患者が増加することにより、急性期病院あるいはそ

の後方施設である療養病床の病床不足をきたし、救急患者の受け入れ拒否につなが

る現状が四日市地区においても存在する。その受け皿としても在宅医療は重要な存

在となる。救急医療の問題解決に対して在宅医療の推進が寄与する事実がある。 
在宅療養支援診療所の必要要件である 24 時間 365 日いつでも往診できる態勢を

実現することは、外来診療をしながら空き時間に訪問診療を行なう、一人診療所で

はかなり困難である。ところが、四日市地区において在宅医療を担う診療所の大部

分は、外来診療を行なう通常の診療所が占めている。それに関して、平成 21 年 1
月に四日市医師会会員向けの在宅医療に関するアンケートにおいて「現在在宅患者

さんは何人いますか」の問いに対して「いない」と回答した 15 施設を除いた 39 施

設において合計 366 名（1 施設平均 9.3 名）の在宅患者がいることが明らかになっ

た。このなかで 10 名未満と答えた診療所が約 77％占めていた。すなわち在宅患者

が 10 名未満である診療所がこの地区における在宅医療を担っていることになる。病

床を 300 床あまり確保するよりこれらの小規模な在宅医療の担い手、すなわち「か

かりつけ医的診療所」を育てるほうが経済的に有利であり、安心して在宅医療に取

り組めれば患者さんや家族にとっても有益であることは多くの人が認めるところと

思われる。 
地域連携室連絡会において指摘されていることでもあるが、病院で受けていた高

度医療を在宅医療においても継続していくことが可能な診療所が少ないことが、在

宅医療を推進していく上での問題点として挙げることができる。その解決策のひと

つとして外来診療機能を持たない在宅専門診療所の存在がある。四日市地区におい

ても本年（平成 21 年）7 月から在宅専門診療所が開設され、開設と同時に多くの患

者さんが急性期病院から紹介されている。それだけの需要があったことを示してい

るが、その多くは悪性腫瘍の末期の患者さんである。この点、かかりつけ医的診療

所との住み分けが自然となされていくものと思われる。すなわち、外来機能を持つ

診療所においては長く通院していた患者さんが高齢となり脳血管障害や認知症など

で寝たきりとなり在宅医療の対象となるケースが多くなり、時に悪性腫瘍にかかり

末期を迎えて在宅療養を希望する場合も見られ、それぞれかかりつけ医が外来診療

で培った信頼関係の中で在宅医療を引き受けることになる。一方、在宅医療におい

ても高度医療を継続していく必要が生じた場合、かかりつけ医から在宅専門診療所

に紹介してその診療に当たってもらう。在宅専門診療所では、医療的要求度の高い

患者さんを中心に病院からの紹介を受けて診療活動を行なうようにする。 
このような住み分けが確立される経済的な裏づけがなされることが合理的な在宅

医療の推進につながるものと考えられる。 
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